Zur Entscheidung für die Auswahl der Bezugsgrößen by 夷谷 廣政
論　説
コスト･ドライバー選定のための意思決定
夷　谷　贋　政
目　　　次
Ⅰ.はじめに
Ⅱ. ABC設例とその問題点
Ⅲ.活動分割意思決定の原理と方法
Ⅳ.活動分割意思決定のEDV実験
V.柿
Ⅰ.はじめに
筆者は本稿を執筆するに先立ち, ABCの｢原価歪曲(Kostenverzerrung)｣
[Glaser,PuK,28f.]の程度をEDVを使って独自にシミュレーション実験した
[夷谷,歪曲実験]｡それは, HorvathやMayerなどドイツ経常原価論者にいわゆ
る｢アメリカの遺産相続人たち(Us-Erbe)｣ [Witt,KdP,5]がプロセス原価計
算(prozeβkostenrechnung)の有利性を鼓舞すれば鼓舞するほど, ABCに対する
二つの疑問,すなわち
(1) ABCの発生する配賦差異それ自体の縮小化は叶能か?
(2) ABCは活動分析によってその活動に最適なコスト･ドライバーを選べ
るとするが,果たしてそれは可能か?
という疑問が,我々の中で否定し難くなって来たからである｡
幸いにも前者の問題は,ドイツ経営原価諭に伝来の操業成層別配賦のアイデ
アに原価弾力性の一種である比例性差異LIKpの概念を親み込めばある程度まで
解決できることが分かった[夷符,比例件差異]o
また,後者の問題についても,これまでの様に｢原価と配賦基準事項との間
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の仮定された比例性｣ [ThomaS,1)PdP, 11日　を殆ど唯･の拠り所とする決定係
数法に代えて,新たに変動係数法(variabilitatskoefrlZientsmethode)を採用する
ことで凶避できることが明らかとなった[夷谷,ドライバー選定].これは,コ
スト･ドライバーの配賦データが抹業度の全域に　一様に分布するのでなく,逮
続かつ某申化していればいるほど,当該配賦の原価余曲が抑制されるとの,
我々の先のシミュレーション実験結果を踏まえたものであり,次の三つのス
テップを必要とする｡すなわち,
(1)いま牛虎されているi種類の多様な製品についてj個の行動様式変更の
可能性を顧慮して仮説的に決定された間接費見積額Kjとその期待値Mを
求める｡
(2)これら個々の間接費見積額Kjを期待値Mに関連づけて標準偏差Sを得
るo
(3)これを期待値Mに関連づけて変動係数Ⅴを計算し,その卜で最小の原
価分散を示す配賦基準事項を最適コスト･ドライバーと決定する｡
である[S. Koch, GaG, 377fF.]｡
確かに,ドイツばかりかアメリカの原価計算学者たちにも, ｢相対的な分散
の測度は期待値によって除された標準偏差たる変動係数である｣ [Horngren, CA
3,493]ことは,以前からよく知られていた｡〕しかしながら,ある活動に対し
て叶能なコスト･ドライバーが複数存在するとき,その中から最適なドライ
バーを･つ選択する,文献にいわゆる｢rl:_しい配賦基準事項選択の困難性｣
[Henzel,EuV,263]に関する問題は,かかる変動係数の算定と比較に尽きるも
のではない｡そこで例えば,当該配賦データがいわゆる｢漂遊域(streufeld)｣
[wuttke,KE,389｣を形成するなどの場合には,所与の活動をいくつかのその下
位清動に分割したり,所与の間接費をいくつかのその要素に分割する案が検討
されねばならない｡本稿の目的はかかる視点から変動係数法の考え方を援用
し, ABCの健全な実施に不叶欠な活動分析の基盤をより強固なものにするこ
とにある｡
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Ⅰ. ABC設例とその問題点
ドイツの専門誌『原価計算実務(KRP)』の編集主幹を努めたJ.Weberが同
誌で, ｢しばらく前から原価計算の信頼性が失墜しており,アメリカでは人々
は"原価計算の上昇と墜落(Aufstieg und Absturz der Kostenrechnung) ''を問題視
している｣ [weber,CdK,203]と報じたのは, 1990年巻第4片においてであっ
た｡彼は当時のドイツで｢原価計算の厳密性と差別化を減じようとする努力｣
[ebda.]が現れつつあった現状を憂慮し,ドイツの人々に逆の努力も存するこ
とを,すなわち｢原価計算の意義損失(Bedeutungsverlust der Kostenrechnung)
を減じるか,あるいは全く補償し得る-一連の展開｣ [ebda.]も存することを知
らせようとしたのである｡
この場合,かかる展開としてWeberが枚挙したのは, 1日乗の製品指向期間
原価計算に対して｢状況適応的計算構想(situationsgerechte Rechnungskonzep-
tion)｣ Lwitt,D,3]とでも総称され得よう･連の新しい原価計算法,例えば
･そのFに物流原価計算や品質原価計算が所属するパーシャル原価計算(par-
tialkostenrechnung )
･EDV技術の発展によって可能となった原価の超期間的捕捉と割り掛けを実
現する投資と製品ライフサイクルを管理するための計算(Investitionskontroll-
rechnung und Produktlebenszyklusrechnung)
などであるが,これらにもまして重要なのは,彼によれば, ｢これまで原価計
算上重視されて来た間接費領域を適切に写像する, …活動会計(ActivityAccount-
ing)"のキーワードの下にアメリカで研究されている方法である｣ [weber,
CdK,203]｡
『原価計算実務』誌は,ドイツでプロセス原価計算と呼ばれるこの方法の用
語解説(stichwort)を既に1990年巻第1片でアメリカの遺産相続人HorvAthの
協力者Mayer (IFUA Horvath & Partner, Unternehmensberatung, BI)U, Stuttgart)に
委嘱していたこともあってか[Mayer,Pl,7/‖｣, Weberの指摘を契機として直
ちにR. CooperのABC論文の独訳の掲載に踏み切るのである｡ 1990年巻第4
4　　会計学研究第32片
号～第6号の三回に分けて掲載されたF. Neumannによる独訳稿がそれである
[Cooper, ABC 4, 21()ff. ; Cooper, ABC 5, 271ff. ; Cooper, ABC 6, 345ff.]｡
Cooperはまず最初に,アメリカ企業に伝統的な　二段階の操業度指向配賦法
(zweistuflge, VOlumenorientierte Verrechnungsmethode)を多様な産出量と投入量を
もつ製占吊こ適用する場合,この配賦法はこれらの製thl-原価をしばしば歪曲させ
るが,ここにその再展開として提案する活動基準原価計算ことABCはかかる
欠陥を含まないと高らかに宣言する[cooper,ABC4,210]o
Cooperのn信に満ちたこの発言の根拠は至って単純である. ｢伝統的原価計
算は本来の生産に関して展開されている｣ [Mayer,Pl,74]ので, ｢材料,製
品,注文および版元の各構造が同質的でない場合には, -その時々に特有の給
付要求が顧慮されないままに留ま｣ [ebda.]り,ついには製品原価の歪曲が軽
視し得ないほどに大きくなろうからである｡より具体的には,両者の差異は,
伝統的原価計算の配賦基準事項が直接作業時間,機械運転時間,材料費といっ
た製品単位属性であるのに対して, ｢過程原価計算(vorgangskostenrechnung)｣
[Mayer,Pl,75]とも呼ばれるABCのそれは,段取時間や材料搬送数をも含む
遂行された活動の測度であるからである｡要するに,アメリカの遺産相続人自
ら言う様に, ｢プロセス原価計算は完全に新しい原価計算システムではないの
である｡ -その本質的な違いは製品帰属にある｣ [ebda.]にすぎない｡
アメリカの遺産相続人すら｢尖際に新しいものは何もない｣ [Mayer,P5,
307]と繰り返し念を押すABCは,果たして伝統的配賦法よりも歪曲の少ない
製占摘f;価の算定を叶能にするのか?この疑問に答えるため, Cooperは論文の
努頭で, ｢製品原価計算の伝統的形態と結びついている欠陥を設例によって例
解しよう｣ [cooper,ABC4,210]と述べている(1だがしかし,筆者が先に試みた
ABCの原価歪曲シミュレーション実験の結果によれば,伝統的配賦法の歪曲
度はABCに大きく劣るものではなかった[S.夷谷,血的実験]｡このことは,こ
れから紹介するCooperの設例が原価現実(Kostenwirklichkeit)の単なる理想事
例にすぎないことを暗示しているので,その現実適合性に留意しつつ彼の説明
を聞くことにしよう｡
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会計は,筆者の研究によれば, edubba ｢カリキュラム｣文献の対話篇1の6
行目に
a-ra igi-diri nlg一色id sahar一gar-ra za-bi-白さi-zu
｢乗算,高度な逆数,勘定(の釣り合い),吊二の計算を,あなたは完全に学
んだか｣
とある如く[Nemet-Nejat,CMT,7],メソポタミアのシュメールで岳id ｢計数
法｣から発展したが,今日いわゆるtoken-bulla記録システムの段階から既に
｢インプット･アウトプット原理または　二元件原理(dualityprinciple)｣ [Mattes-
sich,PA,80/81]を内包していたo　シュメールの製造勘定もまた然りであり[S.
Nissen, AB, 38],借方(シュメール語でsag-nl'g-gurll-ra [-kam]またはsag-nig-GA-raと
綴り,原意は｢ミルクの塊の最初｣)に投入される材料を,そして貸方に産出され
る製品を対置している[S.夷谷,実在証明]｡それゆえ,設例の設計に際し,製
品生産量(アウトプット)と原資消費量(インプット)の双方の変動が製品原価
に及ぼす影響をCooperが計慮するのは,けだし当然のことである｡そこで彼
は,思考実験として次の如き　三つの条件を満たすA社を想定するo　すなわ
ち,
(1)この会礼は製品生産量と(材料消費量,作業時間および機械運転時間で測定
される)原資消費量の程度を異にする凹種の製品PJ,PL,,P:iおよびPAを製
造しており,その生産特性は国表2-1の通りであること
(2)当社の原価部門は原価計算上ただ-一つであること
(3)原価は直接作業時間に基づいて製品に配賦されるが,もしこの原価計算
システムト他の機械運転時間や材料費が配賦基準事項として利用されたと
しても,これらは互いに完全相関の関係にあり,製品原価に如何なる影響
も与えないこと
である[cooper,ABC4, 2川f.｣｡)
ただし,次の点はCooperの頂論文に忠実な訳ではない｡すなわち,卜の図
表2-1での｢単位材料｣は原論文では"Materialkosten inSpro Sttick"となっ
ているので[Cooper,ABC4,211], L自二訳すれば｢製品単位当たり材料費｣で,次
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元は｢S/個｣とすべきであろう｡しかし,このデータを承けて作成される
｢年間の原資消費表｣では
製品　　　　Sでの材料IilI･
P1　　　　　　　　　60
Pl'　　　　　　　　600
P:う　　　　　　　　1 8O
Pr1　　　　　　　1 800
消Iill}単位数　　　　264O
価植　　　　　　$ 264
の様に計算されている[cooper,ABC4,212]｡この場合,例えば製品Plの60は
6番/個×10個-60番
とSの単位をもつので,これらの合計である｢消費酎立数｣の次フ亡も2640番
となるはずである｡ところが,その卜の｢価値｣は264番となっているので,
これではhTlじ18をその1/10の0.18に換価する不))J一解が生じる｡そこで,本
稿ではこの解釈問題を避けるため,卜図の様に"Materialkosten inSpro
Sttick"を原単位すなわち｢i田立当たり材料消費量｣の意に解し,その次元を
｢kg/個｣とすることにした｡
図表2 1 A社の生産特性と原単位
製品 僖隴HｸﾘﾍY|｢?P位材料 侭?99??ﾉ?ﾞﾈｼh鳬[r?P位機械運転時間 
P】 ?ｘ幵?kg/個 ?綏?ﾌ"?.5h/個 
P2 ??? ?絣?.5 
P:5 ??｢?H 白絣?.5 
P_1 ???8 ?絣?.5 
原;fHー 剽$｢rv鉾HﾜR?
小人 
少PIP:i 
生産量 
多p2P,I 
A社のこの生産特性から,この企業の年間の原資消費状況は図表2-2のセグ
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図表2--2　間接費配賦
I.隼聞原資消費
活動区分
製品　生産
種類　量
(個)
Pl　　10
P2　　100
I).i lO
Pl 100
0　　　　　　:
A_________i-___一一一____I______I______ー____一一___I__I,ー___
l
材料重畳　　直接作　　機械運lt段取
業時間(h)転畔問(h):数
撃4L墜旦型を_墜量型を_昼塁
6　　　60　0.5　　　5　0.5
6　　600　0.5　　50　0.5
18　　180　1.5　　15　1.5
18　1800　1.5　150　1.5
消費単位数
価植乗数
金勧
活動別合計
2640　　　　　220　　　　　220
番0.1　　　$10　　　　$15
$ 264　　　$ 2200　　$3300
$ 5764 $ 9924
Ⅲ.伝統的操業度指向原価計算による間接費門引航
(1)直接作業時間による間接費配賦率
間接費鮎　　　　　　　$ 9924
(2)間接費配賦計算
製品　直接作業時聞　聞接費円山賦勧　　単位偵価
消費甲･位･数　　　　　220h　.ip1　　5h　　$222･55 /lo榊-$22･55
間接典配賦率　　　　　　$45,1O9弓P2　　　50　　　　$2255.5O /100　-$22.55
P:i　　15　　　　$676.65 / 10　-$67.66
旦｣　150　　　$6766.50/100　-$67.66
$9921.20
Ⅲ. ABCによる間接費配賦
間接費叡
消費単位数
間接費配賦率
配賦雫
Pl消費
配賦率
PコテilJ'費
配賦率
P再n'費
配賦率
P再肖費
配賦率
(l)聞接Filti配賦率
直接作業時聞　　　段収数　　部品数
$ 5764　　　　$ 2160　　$ 2000
220　　　　　　　　　8　　　　　　　4
$26.20　　　$270　　　$500
(2)間接費配賦計算
直接作業　段取数　部l廿数
時間依存　臥　昼を_
$26.2O　$27O　$500
5　　　　1　　　　1
$131　$270　$500
50　　　　3　　　　1
$1310　$HlO　$500
15　　　　1
$393　$270　$500
150　　　　　3
$3930　$810　$500
間接Iili･
配賦衝
単位原価
生産量　原価
/ 10-$9().10
/100- $26.2()
/ 10-$116.30
伝統法と
の比較(%)
+299.55
+16.18
+71.88
/1 0-$52.40E　-22.55
??????
??
??????
??
???
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メントⅠのように取り纏められるので,これから伝統的配賦法とABCの双方
における間接費配賦を行えば,それぞれI･可ⅢとⅢの如くに計算される[cooper,
ABC4,212]｡ただし,以下に試みる説明の便宜のため,ここでは原論文に若十
の加筆と修正を加えたが,セグメントⅠにおける｢活動区分｣とは, ABCの
特性の一一つをアメ1)カの遺産相続人l′lらが｢間接領域の給付(プロセス日　の
分析｣ [Mayer,Pl,75]とわざわざ感嘆符を付けて注意を喚起するように,ドイ
ツ経営原価諭の文脈では給付(IJeistung)に等しい[S. Beste, WiL, 1ff.]o
セグメントⅢの配賦結果を･瞥すれば,決定された製品原価が限局的にのみ
有意味であることが直ちに分かる.なぜなら,原資消費量の小さい製品と大き
い製品PlとP3, P2とP′1の製品単位原価はそれぞれ22.55, 67.66で丁度3倍
の開きをもつので,インプット面に関しては実務にも受け入れられるであろう
が,　一万,アウトプット伯‖こ関しては生産宗二の僅少な製品と多い製品Plと
P2, P:iとPAとは共に等しい製品単位原価をもち,当然に期待できるはずの
(アウトプットの)規模の効果すら確認できないからである｡
原資消費量の小さい製品と大きい製品との間の3倍の開きは,配賦基準事項
として選んだ(糾1当たり)直接作業時間の比0.5:1.5によってもたらされて
いる｡〕それゆえ, Cooperが｢実際には全ての製品税価が強く歪曲されている
のであるが,この歪曲(Verzerrung)の原因は,間接費を製品に配賦するに際
してただ一つの配賦基準事項(Bezugsgr叩e),直接作業時間を選択したことに
ある｣ [co叩er,ABC4,211]というのは正しい｡
操業度指向の配賦基準事項の単独適畑ま,もし製品の生産に必要な諸清動が
必ずしも生産量と相関しないならば,製品単位原価を歪曲させる｡セグメント
Ⅱのこの教訓から,セグメントⅢに例解されているABCは, ｢生産量に対し
て必ずしも比例的に経過しない活動原価の配賦には, /ト産量に依存しない配賦
基準事項が必要である｣ [ebda.]との認識を導き,セグメントⅠの三つの活動
区分別にそれぞれを代表する-一つの配賦基準事項をもってそれぞれの活動区分
の間接費を並列的に配賦する｡この活動区分別配賦基準事項をABCでは特に
コスト･ドライバー(Kostentreiber)と呼ぶが[cooper,ABCl,213],それはこ
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れら操業度指向の配賦基準事項と操業度を指向しない配賦基準事項とが一一体と
なって初めて｢真正の原価発生原因化要因(echte Verursachungsfaktoren) ｣ [Vi-
kas,NK,11]を形成し得るからに他ならない｡
セグメントⅢの結果を見ると,原資消費量と生産量の程度をそれぞれ異にす
るLJq種類の製品の製品酎立原価はなるほど個々別々であり,以Lに指摘した伝
統的配賦法の問題が一掃されたかの感を抱く｡硯に,原資消費量が小さく,口.
つ生産量の多い製品P2の製品単位原価が$26.20と･番低く,逆に原資消費
量が大きく,且つ生産量の少ない製品P:うの製品単位原価が$116.30と一一番高
い倍をとることは,我々が日常経験する経済常識からも首肯し得るところであ
ろう〔)
しかしながら,そうであるからといって直ちに, ABCがインプットとアウ
トプット双方の規模の効果を製品単位原価に正しく反映させているかどうかは
即断できない｡そこでまず,同じアウトプット規模(lo楠)をもつ二つの製品
PlとP3を取り卜げよう｡これらはインプット規模においてのみ3倍の開きを
もつにも拘らず,その製品単位原価はそれぞれ$90.10, $116.30で,その差
は僅か1.29倍にすぎない｡これはABCのインプット規模効果を疑問視させ
るが,これと全く同じ関係にある二製品P2とP4との間の倍率は2.00 (-
$52.40/$26.20)に上り,不可解を　一層助長させずには措かないo
では,アウトプット規模についてはどうであろうか?インプット規模におい
ては互いに等しいが,アウトプット規模において10倍の開きをもつ二製品Pl
とPZの製品単位原価間の倍率は3.44 (=$90.10//$26.2())で,これと同様の
関係にある二製品P.･iとPlの間のそれは2.22 (-$116.30/$52.40)と大きく異
なるo　いま,アウトプット規模の効果を試算するために,間接費総額$9924
の内,単位当たりの変動費を直接作業時間依存間接費配賦率の$26.20とし,
固定費をその残額の$4160であると仮定しよう｡そして,この四つの製品が
固定費を等分に負担するものとすれば,製品単位原価は
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変動費　　　　　囚定費
(@¥26.20)　　(均分衛)
Pl配賦緬　　　$262.00　　　　番]O4O.00
PL,配賦飴　　　$ 262O. O()　　　$ 1040. 0()
P.･3円己賦飴　　　$ 262.OO　　　　$ 1040.()0
Pl配賦析　　　$ 262().00　　　　$ 1040.OO
合計　　　　$ 5764.()0　　　　$4160.00
/I:_7才:-:量　　　甲.位原価
(個)　　(S　個)
と計算される｡
この極端に簡素化された計算例から,製品単位原価が単位変動費に削立脚定
費の和で計算され, /巨星量に対して逓減的に減少していくことのみならず,極
限の場合,単位変動費に限りなく漸近することもが明らかとなる｡なぜなら,
例えば生産量が10000個の場合,酎立原価は変動費の一個当たり$26.20にt司
定費の一･個当たり$0.104 (-$1010.00/10()00個)を加えた$26.304と計算さ
れるからである｡それゆえ, CooperによるセグメントⅢの配賦結果は凶つの
製品閲で単位変動費額が大きく異なるか,あるいはこの会社の固定費額が小さ
いことに強く束縛されており,規模の効果に関するABCの伝統的配賦法に対
する優位性を必ずしも決定づけるものでも,原価歪曲の少なさを証拠づけるも
のでもない｡
では一体,セグメントⅢで計算される製品単位原価はこの会社にとって有意
味な原価情報なのであろうか?ABCに対する疑問の第　一は,伝統的配賦法と
同じく,固定費が多ければ多いほど原価歪曲の危険から免れ得ないことにあ
る｡まずはこの点から説明しよう｡
先に,アメリカの遺産利続人すらもが｢プロセス原価計算は完全に新しい原
価計算システムではない｣ [Mayer,Pl,75]ばかりか, ｢実際に新しいものは何
もない｣ [Mayer,P5,3071と語っていることを指摘したLlこれはセグメントⅢ
またはⅢの何れにおいても,間接費の配賦は給付単位原価計算の基礎をなす
｢原価および原価計算公式｣ LKl()idt, K, 1(う]から論理的に誘出されるいわゆる
｢間接費配賦公式｣
???????
?
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(2-i)　　間接費配賦祈-間接費配賦率×配賦基準事項数
に従っており,その時々に選ばれた配賦基準事項と配賦される間接費との間の
｢完全なる比例牲｣ [wolfstetter, BuA, 156]が暗に前提されていることを示唆し
ている｡
しかるに,企業で実際に発生する間接費はこれら完全比例費のみならず,当
該活動の特性に応じてその時々に選択された配賦基準事項に対して逓増または
逓減的に経過する不完全比例費の他,一一･定の恒常値を一一･定の操業区間に亘って
保つ完全並びに不完全固定費も含まれるのが常である｡これ,アメリカの遺産
相続人すら｢実質的日_つ時間的残留磁気(Remanenz)を見落とした比例的原価
変動を仮定している｣ [Mayer,Pl,75]と, ABCを批判する所以である〔〕
ABCは固定費を主とする残留磁気に対して原理的に無力であるばかりでは
ない｡J ABCに対する疑問の第二は,その特徴とする清動区分別並行配賦の試
みに向けられるo　この疑問は,第　-の疑問がABCの原価_南柏是正能力を問う
のに対して,その規模の効果の是非を問わんとするものである｡
セグメントⅢの配賦例を再び注視しようし,ここでは活動区分別に(2-1)式
に従った間接費の並列配賦が行われ,製品単位原価が計算されているo　そこ
で,この単位原価情報の経済的意義をより明確にするため,セグメントⅢを次
のように組み換えてみよう｡
Pl配賦額
PZ配賦衝
P.･.誹Ll状箱
P誹Lll賦街
直接作業時間　　　段取数依存　　部品数依存
依存単位原価　　　削､ン二原価　　　単位原価
$13.10　　　　　$27.0∩　　　　$50.00
$13.10　　　　　$8.10　　　　　$5.00
$39. 3()　　　　$ 27.00　　　　$ 5().00
$39.30　　　　　$8.10　　　　　$5.00
$90.10
$26. 2()
116.3
$52.40
一一一一瞥にして判る通り,直接作業時間依存削立原価はセグメントⅢの伝統的配
賦法の場合と全く同じ傾向を示している｡すなわち,インプット面に関して
は,原資消費量の小さい製品と大きい製品PzとPL･i, Pl,とPI.の製品単位原価
は｣~度3倍の開きをもつが,これは配賦基準事項として選んだ(単位当たり)
12　　会計学研究第32号
直接作業時間の比0.5:1.5に等しい｡一一万,アウトプット面に関しては,牲
産量の僅少な製品と多い製品PlとPZ, P:iとP.とは共に等しい製品単位原価
をもち,当然に期待できるはずの(アウトプットの)規模の効果すら確認できな
い｡
これに対して,段取数依存単位原価と部品数依存単位原価はアウトプット規
模の差を反映しているかの様に見紛う｡特に後者においては,製品P,とP2,
PLr3とPl間で生産昼の10倍の開きを忠実に反映しているかに見えるからであ
る｡しかし,これは計算のトリックに負うところ極めて大である｡まず,再接
作業時間依存単位原価の仕組みから見ていこう｡この場合,単位原価は例えば
配賦率　　原単位　　隼産呆　牛産崖　配賦率　原単位　　削､土原価
Pl配賦勧: [26.2番/hx (0.5h/単位× 1()削､r/:)]/ 10単位-26.2等/hxO.5h/単位=13.]S/単位
P∴配賦額: [26.2番/hx (1.5h/単位×1OO ii1.位)]/1OO削､Ll_-26.2番/hxl.5h/単位-39.3番/単位
の如く,単位当たり直接作業時間に生死星:を乗じた積数の比(5,50,15,15O)を
もって各製品に割り掛けられた金額を生産量で除して計算される｡それゆえ,
この計算卜,分子の牛虎量と分母の生産量とが相殺されるので,単位原価はア
ウトプット規模の影響を受けず,配賦率の原単位倍で算定される｡製品P.と
P･i, Pl,とP､の製品単位原価が丁度3倍の開きをもつのは,かかる謂々に基づ
く｡
これに対して,段取数と部品数依存甲.位原価の場合は少しく事情が異なる｡
便宜のため,部品数依存単位原価について例示すると,
配賦宰　　　原単位　　牛産量　配賦勧　生産宣　単位原価
Pl配賦勧: [50O.0番/点×(1.0点)] /1()単位- $500.0/ 1()単位-50.0S/削17_
PL,配賦散: [500.0番/点×(1.0点)]/10()単位- $500.0/10()単位-　5.0番/単位
のflHく計算されるので,単位掠価は生産量の影響をダイレクトに受け易いので
ある｡
しかし,とはいえ,段取数依存単位原価に目を転じると,直ちに限界に画面
する｡というのは,この場合,部品数依存削封京価とは異なり,原単位は各製
品につき1, 3, 1, 3　と不等値をとるため,算定される四つの製品の単位原価
はこの影響を受けて$27.0, $8.1, $27.0, $8.1となり,製品PlとP2, P.,i
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とP.の間の単位原価倍率もそれぞれ0.3 (-$8.1/$27.())に留まるからであ
る｡
以上から, ABCに対する第二の疑問に関して総じて言えば,図表2-2のセ
グメントIIIで例解されている製品甲イ立原価情報は,活動区分0に関しては伝統
的配賦法と全く同様にインプット指向の言明能力をもつ一一万,活動区分◎と◎
の｢いわゆる操業独立的原価作JiJ帽｣ [Glaser, PuK, 28]に関してはなるほどア
ウトプット指向であるが,その言明能力は極めて限局されたものにすぎない｡)
ABCに対する疑問の第三はGlaserの次なる指摘に関係する｡彼はABCの
優位を決定づけるセグメントⅢの｢伝統法との比較(%)｣の数値を原価差異
と呼び, ｢原価差異の出現に関してCooperによってなされた事例区別は全く
因果的適合性をもたない｣ [Glaser,PuK,28f.]と述べている｡なぜなら,図表2
-2は活動区分0に関しても◎に関しても異なる三つの候補事項を用意してい
るが,それらは何れも全く同じ原単位比をもつので,どれを適用しても配賦結
果に差は生じないからである｡この限り,活動区分分割の是非に関する問題は
顕在化し難いが,清動区分に関しては少なくとも,
(1)操業依存的活動と操業独立的活動とを如何にして科学的に識別する
か,
(2)それぞれの活動区分内でどの配賦基準事項をコスト･ドライバーとし
て選択適用する科学的方法は何か,
(3)それぞれの活動区分を更に下位削封こ分割すべきか否かを決する科学
的方法はあるか,
など緊急に解決されねばならない問題が多く残されている｡
第二の問題については別稿『ABCにおけるコスト･ドライバー選定Prll題』
[英谷,ドライバー選定]で既に論及したところである｡また,第一の問題は第
三の問題に含まれる｡それゆえ,以Fでは最後の問題に焦点を当て,前稿で概
説した変動係数法の枠内で図表2-2の設例をでき得る限り活かしつつその解法
を探ってみたい｡
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Ⅲ.活動分割意思決定の原理と方法
候補となっている複数のコスト･ドライバーの中から最適なものを　▲つ選択
するに際してCooperは,
(1)必要なデータを捕捉する費用,
(2)成員の行動に与える効果の他に,
(3)コスト･ドライバーと活動壷との問の相関(相関度)
を考慮して判断するものとする[co()per,ABC5,277/279]｡しかしながら,本稿
の最初に述べたように,最適なコスト･ドライバーの選定に際してABCは,
｢原価と配賦基準事項との間の仮定された比例性｣ [Thomas, DPdP, 111｣,すな
わち相関度を拠り所とする旧来の決定係数法に代えて,変動係数法(variabili-
tatskoeffizientsmethode)を利用することで大きな便益を得ることができる｡ ｢相
対的な分散の測度は期待値によって除された標準偏差たる変動係数である｣
LHorngren,CA3,493]ことは,洋の東酉を問わず原価計算の専門家にも遍く知
れ渡った科学的事実だからである｡
変動係数Ⅴとは,前稿でも説明した様に,データのバラツキを表す標準偏
差Sをその平均植Mで基準化したものであるので,異なった分布のデータの
バラツキを比較するのに役立つのである｡一一般には例えば,同じ学科の学生が
受講した異なった二つの必修科目AとBの試験結果の比較とか,同じ教宮が
担当する同じ講義科目の異なる学科の受講生の成績比較などに利用されてお
り,変動係数Ⅴが人きいと,学隼ないし教官に由来する何らかの事由によ
り,この教官が受講生を健全に管理できていないことを示唆する証拠とされ
る｡ここで取り扱う活動分割意思決定もまた,ある活動区分の下位区分-の分
割案の比較を目的とするので,変動係数Vの値が人さければ人きいほど,そ
の分割案は当該コスト･ドライバー群によっては管理し難いことを物語るもの
と考えられる　Ls.新村,統計学,56]｡)
本稿の努頭でも見た様に,変動係数法は次の三つのステップを必要とした｡
しかしながら,ある活動区分の卜位区分への分割案の比較を叶能とするために
コスト･ドライバー選定のための意思決定　15
は,それぞれの日立活動区分についてその部分変動係数を計算した後,各分割
案についてそれらの部分変動係数の加重平均たる総変動係数(Gesam卜Varia-
tionsk()effizient) VGを求め,所与の原価予算のLfTで最小の値を示す分割案最小
の値を示す分割案が最適案と決定するステップを付け加えざるを得ない｡そこ
で,かかる活動分割意一酎央定の手順は次の様になろう｡すなわち,
(1)分割案ごとに,いま牛虎されているi種類の多様な製品についてj佃の
行動様式変更の可能性を顧慮して仮説的に決定された間接費見積額Kjと
その期待値Mを求めるo
(2)これら個々の間接費見積衛Kjを期待値Mに関連づけて標準偏差Sを
得る｡
(3)これを期待値Mに関連づけて部分変動係数Vを計算する｡
(4)個々の分割案についてその部分変動係数の加重A:半均値Ⅴ(iを求め,最
小の原価分散を示す案を最適案と決定する｡
である[S.Koch,GaG,377ff｣｡便宜のため,各ステップについて留意すべき点
を取り纏めれば以Fの様になろう｡
図表2-2の活動区分には二種類のものがあった｡操業依存的活動区分と操業
独立的情動区分がそれであり,前者は主として生産方法の,そして後者はf_と
して注文構造の影響を受けるo　そこで,ステップ(1)では,坐),f方法･注文
構造別にその間接費額Kjを科学的に見積もらねばならない()この場合,これ
らの見積額は異なる生産方法･注文構造について当該配賦基準事項の所定の期
間僻の下で分散するo　これは,基礎におかれている配賦基準事項の期間伯に関
して異なった製1闇重類の異なった数量が生産されることによって生じる｡)それ
ゆえ,生産方法･注文構造別の間接費Kjを見積もるに際しては,製品種類ご
とにその牛虎崖Ⅹiばかりでなく,その配賦基準事項数diも説明変数として見
積間接費関数に組み入れなければならない()すなわち,
(3-i)　　Kj- f(xi･), diュ)
ここでiは製■[.lr.i鰻iの識別[･. jは牛虎方法･往文構造の識別子である｡
である｡この場合,間接費配賦の特性I-.,この関数の形は定数項をもたない線
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型とし,説明変数間に次の二つの制約が課されていることに注意しなければな
らない｡すなわち,
①Xiとdiは原単位を介して互いに結びつく関係にあること,並びに
〔2)diの総和が配賦基準事項総数に合致しなければならないこと
がそれである｡後者は｢間接費配賦の適用条件｣からの要請である｡
ステップ(1)では更に,こうして見積もられた間接費額Kjからその期待値
Mを貸出しなければならない｡このためには,異なった生産方法･注文構造j
の出現する確率wjが与えられねばならない｡すると,期待値は
(312)　　　M-∑Kj ･ Wj
で計算されるoただしここで, ∑wj-1である｡
ステップ(2)では,配賦基準事項別にそれに所属する見積間接費の分散の
程度を決定するために標準偏差Sjを求める｡このためには確率wjを利用して
(313)　　Sj-SQRT (∑ (Kj-M)2 ･wj)
で計算する｡ SQRrは平方根をとることを意味する｡
ステップ(3)では,期待値に対する標準偏差の関係,すなわち期待値一単
位当たりに均された標準偏差の人ききを求める｡すなわち分割案ごとの部分変
動係数Ⅴがそれであり,
･3-4)　Ⅴ-志
で計算する｡
ステップ(4)では,分割案の総変動係数Ⅴ(;を算定するが,その際,加重
閃子として正常注文構造の間接費額K,"が用いられる｡〕すなわち,
(3-5)　　　Ⅴ(;-
∑V･ K,"
∑K｢
であるが,ここで∑は,当該分割案に含まれる部分変動係数について総和を
とるものとする｡
Ⅳ.活動分割意思決定のEDV実験
1)ケース1
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さて,ある活動区分の給付が複数の異なった配賦基準事項で配賦される叶能
性をもつ場合,間接費配賦のでき得る限りの正確性を保証するため,当該活動
区分を複数の下位活動に分割しなければならないケースが実務では多々生じ得
る｡そこで,ここでは,この視点から,以卜に概説された総変動係数法を使っ
てCooperのABC設例を験証してみることにしよう｡
CooperのABC設例では,
(1)生産規模を異にする川種梨の製品と,
(2)活動区分0においても活動区分◎においても同じ配賦傾向をもつ異
なった三種類の配賦基準事項
が用意されており,後者は互いに完全相関するものと前提されている｡そこで
実験では,この二点と給付異質性への特段の配慮の卜で,活動区分0について
図表4-1aの分割案を提案する｡なお,ここで験証対象として活動区分0を特
に取り上げるのは,この区分が操業指向の活動区分であり,非操業指向の活動
区分◎に対して間接費配賦に原単位と生産量情報を必要とするより一般的な
ケースであるからである｡
さて,活動区分0には,材料重量(kg)と直接作業時間(h)を叶能な活動
測度とする溶接工場と,機械運転時間(h)を可能な活動測度とするフライス
盤上場とが含まれる一一一万,これらl二場は共に大型設備(以r.大設備)と小型
設備(以卜, ′ト設備)を設置し,前者で製品PlとP2を,そして後者で製品P:i
とPlを生死するものとする｡それゆえ,ここで提案される分割案とは,より
具体的には次の様なものである｡すなわち,
(1)分割案A:活動区分0の溶接工場とフライス盤Ⅰ二場と-の組織別分
割｡)この場合,溶接~l二場の配賦基準事項としてはフライス盤工場との対比
のため,直接作業時間(h)ではなく材料重量(kg)を用いるものとする｡
(2)分割案B:活動区分0の大設備と小設備とへの設備別分割｡この場
合,間接費の配賦に使用する配賦基準事項は両設備ともに直接作業時間と
機械運転時間の合計時間(h)とする｡
である｡
18　　会計学研究第32号
我々の関心事はこの活動区分0の分割を行うべきか,そしてもし行うなら
ば, AとBの何れの案を採択すべきかをA杜の経営者に勧告することにある
が, CooperのABC設例との比較性を保つために,総変動係数法の適川に当
たってその基準となる各製品別の正常月次生産量,並びに各工場別･各設備別
のlI:.常間接費の見積軸を図表4-1aの如くに定めるo　これらの数値は何れも図
表2-2のセグメントIの情報と合致する様に配慮されているので,以下,こ
の事例を｢ケース1｣と呼ぶ｡)
さて,このケース1についてMicrosoftExcelを使って総変動係数を計算し
た結果が図表4-1bである｡ここに載る諸表は前節で解説した総変動係数法の
凹つのステップを(3-1)式から(3-5)式までを顧慮して忠実にトレースし
て計算されたものであるので, Excelで各セルに数式指定する際の要点を簡単
に説明しておこう｡まずは説明の反復を避けるため,分割案Aの溶接工場の
計算例にのみ注目されたいし〕
総変動係数法では,まず最初に,生産方法･注文構造別の間接費額Kjを科
学的に見積もらねばならない(〕本衣ではセルB7-Bllを使って最大_Itつの構
造j-1, -, 5まで同時計算できる様に設計されている(〕しかし,本ケースで
は便宜のためj-1, 2, 3の:つに限って使用される0
7行Hのj-1各列の数値は総変動係数を算定する際の基準値を提供するの
で,これにまず,図表4-1aで準備された数楢を与えねばならない｡すなわ
ち,セルC7-F7にll:.常生産置:を,そしてセルC15-F15にこのT.場に適川
される配賦基準事項(ここでは材料重量)の原甲イ封膏報を入力する｡
次いで,セルG7-J7に各製品の負担する配賦基準事項数を与えるため
に,次の数式指定をする()例えば,
セルG7: -C7*C15
セルH7: -D7*D15
である｡すると,セルG7-J7にはABC設例の図表2-2のセグメントⅠに見
る材料重量総量の数楠が自動的に入る｡)また,セルK7には-SUM (G7:∫
7)を数式指定し,これらの利である配賦基準事項総数を表示する｡
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セルL7は生産方法･注文構造別の間接費額Kjである.これは前節の(3-
1)式に準拠して計算されるので,
セルL7: -C7*C18+D7*D18+E7*Elf3+F7*F18+G7*G18+H7*H
18+Ⅰ7*118+J7*J18
の数式が指定される｡
セルM7-M9に合計が1.0となる確率wjを入力すると,いよいよ最後の
セルN7で生産方法･注文構造別の標準偏差Sjを計算せねばならない｡そこ
で,
セルN7: - (L7-L12)* (L7-L12)*M7
を指定する｡
以仁で基準となる正常生産方法･注文構造j-1についての計算が終わった
ので,次に他の構造j-2, 3についても匡=ニ手順を繰り返す｡ただし,この場
令,留意してほしい点がある(｡それはセルC8-F8およびセルC9-F9の生
産量の人力に際して,入力できる数佃の組み合わせに制約が課されていること
である｡｡というのは,前節で述べた｢間接費配賦の適用条件｣より,セルK8
およびセルK9には共にセルK7と同じ数値(本例では$2640)が表示されねば
ならないからである｡それゆえ,もしK列の数倍が同じでないならば,同じ
倍が表示されるまで構造j-2もしくは3の生産量を再入力しなければならな
い｡)そして, Excelを使って活動分割意思決定を行うメリットは実にこの点に
ある｡
三つの構造について入力が全て完成すると,セルL12で(3-2)式に準拠
して間接費の期待値Mが計算されねばならない｡そのため,
セルL12: -L7*M7+L8*M8+L9*M9十LIO*MIO+Lll*Mll
が数式指定される｡また,セルN12では標準偏差Sの計算のため, (3-3)
式に準拠して
セルN12: -SQRT(SUM(N7:Nll))
が指定され,その卜のセルN13では(3-4)式に準拠して変動係数Ⅴ
セルN13: -N12/L12
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が計算される｡
最後に,セルN35で総変動係数VGが(315)式に準拠して計算される｡
そのため,このセルには,
セルN35 : -(N13*L7+N30*L24)/(L7+L24)
が数式指定される(〕
以上二の手順を分割案の全てについて実行すると,図表411bが完成する(〕
そこで,その結果を見ると,
分割案Aの総変動係数は0. 134831
分割案Bの総変動係数は0. 168752
の如くであり,所与の原価予算の中で最小の値を示す分割案Aが最適案と決
定されるo　ただし,両案の間の総変動係数の差は約250/oにすぎないので,こ
の活動区分0の分割そのものに対して,この差を有意と考えて良いかかどうか
という問題はなお残っている｡
2)ケ-ス2
上のケース1では,図表4-1aの(1)生産特性に認める様に,活動区分0
に適川される:.っの配賦基準事項の何れもが,生産される匹lつの製品種類に対
して同じ配賦傾向(l:1･.3'.3)を示しているo　そして恐らく,これが分割案
A, B間の総変動係数の差を僅かに抑えさせ,人をしてこの活動区分0の分割
の必要性を疑わさせる原山をなすに違いない｡
そこで,ケース2では,この仮設を験証するため,図表4-2aの(1)生産
特性に認める如く,活動区分0に含まれる二つの二l二場に相反する配賦傾向,す
なわち溶接工場については3:3:1:1の比を,そしてフライス盤｣二場につい
てはケース1と同じ1:1:3:3の比を設定する(〕
この場合,この変更に応じて付随的問題が発生する｡それは配賦基準事項を
ケース1と同じくlFH左作業時間とすることができるかどうかという問題であ
るo　なぜなら,ケース1では三つの配賦基準事項が同じ配賦傾向(1:1:3:
3)を示すので,間接費見積額の算出に当たり配賦率を直接作業時間ベースで
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計算して差し支えなかった｡しかしながら,ケース2では同じ時間基準であり
ながら,手作業中心の溶接T.場と機械加T.LITJL､のフライス盤l'.場とでは相反す
る値を示すためである｡
我々はこの間題を次の様に解決する｡すなわち,大設備と小設備の何れもが
溶接上場とフライス盤上場の双方に関係することに鑑み,ここでもまたケース
1と同じく,間接費の配賦基準事項を底接作業時間と機械運転時間の和とする
ことがそれである｡そのため,図表4-2aの(2)では,配賦率がCooperの
ABC設例の丁度半分の製品単位当たり$13.1(- $5764/(220h+220h))と計
算され,これをもって同図表(3)の設備別間接費が人設備$2882,小設備
$2882と見積もられることとなった｡
以上で活動分割意思決定への準備が整ったので,これらのデータに基づき総
変動係数を計算したところ,図表4-2bの結果を得たo　これに従うと,活助区
分0を組織別に分割する分割案Aの総変動係数は0.126479で,設備別に分割
する分割案Bのそれは半分以卜の0.05663である｡この限り,ケース1とは
逆に,活動区分0を大設備と小設備とに設備別に分割すべきであると結論づけ
られる｡
3)ケース3
CooperのABC設例ではil']初,活動区分○の三つの配賦基準事項は互いに完
全相関するものと前提されていた｡このいささか人､｣二的な香りのする彼の仮定
は,一瞥では確かにケース2では払拭されたかに見える.しかし,この視点か
ら図表4-2aを再見すれば,人為性がなおも残っていることが分かる｡なぜ
なら,溶接t場においては材料重量と直接作業時聞とが同じ3:3:1:1の配
賦傾向を示す-一一一万,活動区分0の三つの配賦基準事項の全てになおも1 : 1 :
3:3または3:3:1:1の比が保持されているからである｡そこで,ここでは
この人為性を全て破棄することとした｡
図表4-3aを見れば分かるとおり,溶接L場についてもフライス盤工場につ
いてもCooperのABC設例の影は一切見当たらない｡しかし,比較目的のた
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めに,生産量と間接費見積額についてはCooperのABC設例の数倍を継承す
ることとした｡
このデータに基づき総変動係数を計算したところ,図表4-3bの結果を得
た｡これに従うと,活動区分0を組織別に分割する分割案Aの総変動係数は
0.146846で,設備別に分割する分割案Bのそれは0.04107である｡この限
り,ケース2と同じく,活動区分0を人設備と小設備とに設備別に分割すべき
であると結論づけられる｡
V.結
伝統的配賦法の内包する原価歪曲問題を克服する切り札として華々しく登壇
したABCがその当初のF川勺を実現し得るかどうかは,偏に活動分析の成果に
かかっている｡特に当該活動区分に適用された間接費と配賦基準事項のデータ
がいわゆる｢漂遊域(streufeld)｣ 【Wuttke,KE,389]を形成する場合には,より
適切な配賦基準事項を求めて,この活動のいくつかの下位活動単位への分割が
検討されねばならないし〕本稿の任務はそのための方途を具体的に提示すること
にあった｡)
以仁に見た様に,コスト･ドライバーの選定のために決定係数と共に用いら
れる変動係数がこの問題を解くための良き手引きとなるが,使用する　一部の
データにシミュレーションを必要とするなどの難点を含むため, EDVの利用
が避けられないo　これ正に｢EDV支援プロセス原価計算(DV-gestiitzte
prozeβkostenrechnung)｣ [Frohling, SG, 203 ff.]の面目躍如たる側面であろうが,
幸いにもここで展開された総変動係数法は,プログラミングの負担なしに誰で
も利用できるポピュラーな表計算ソフトさえあれば実行できる｡本稿では特に
この点を顧慮して, Excelへの数式指定を詳記することとした｡
この様に,本法は確かに利便性を備えている｡しかしその反面,上のEVD
実験でも指摘したとおり,分割案間の総変動係数の差が何%の場合に当該分割
を有意とするかはなお不明に措かれているばかりか,入力する生産量の値の組
み合わせについても次の様な人為性を内含している｡そこで,この目的のため
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に用意された図表51を注視されたい｡本図表は基本的には図表4-1bと同じ
であるが,ただ-カ所,分割案Bの(1)大設備の構造j-3にイタリック体で
示された生産量の組み合わせ(15,95)のみを異にする｡すると分割案Bの総
変動係数はケース1の0.168752から0.126503に下がり,結果としてケース1
とは逆の結論,すなわち分割案Bが分割案Aに勝るとの結論が導かれる｡そ
れゆえ,間接費の見積もりは確実に予期され得る生産量の組み合わせの下で行
われねばならない｡
図表4-1a　活動区分0の生産特性と間接費見積(ケース1)
(1)生産特性
溶接工場 刄tライス盤工場 ?8?ﾈ韜??蝎|｢?
製品 ?ﾙOR?ﾞ料重量 ?ﾉ?ﾞﾈｼh鳧ｭB?@械運転時間 
種類 偃ﾙ}?(kg/個) 中?ﾌ"?(h/個) 宙ﾌ"?
Pl ?Xﾅ?6 ?絣?.5 ??
P2 P3 ?ﾙOR? ?絣?.5 ????
小型 ??1.5 ?絣?
P4 ?ﾙOR?8 ?絣?.5 ???
(2)工場別間接費
溶接工場 刄tライス盤工場 ?8?ﾈ韜??蝎|｢?
製品 ?ﾙOR?ﾞ料重量 ?ﾉ?ﾞﾈｼh鳧ｭB?@械運転時間 
種類 偃ﾙ}?(kg) 中ｒ?h) 宙ﾌ"?
P1 ?Xﾅ?60 迭? ??
P2 P3 ?ﾙOR?00 鉄?50 ????
小型 ???5 ?R?
P4 ?ﾙOR?800 ?S?150 ???
;消費単位数 ?cC?220 ?#?
!価値乗 ? 0 ?R?
金額(S) ?cB?200 ?3??
工場別合計 ?CcB?33??
間接費見積 鉄scB?
配巌率 ?b??
(3)設備別間接費(直接作業時間基準)
製品 ?ﾙOR?ｼ接作業時間 亊I?N?ｩXｨｧ｢?ﾝ備別間接費 
P1 ?Xﾅ?5 ?3?1441 
P2 P3 ?ﾙOR?0 ?3??
小型 ?R?93 鼎3#2?
P4 ?ﾙOR?50 ???
間接費見積 剪?764 
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図表4-1b ABC設例の活動分割意思決定(ケース1)
分割案A
(1)溶接Ⅰ二場:材料重量(kg)
B C ∩ E F G H I J K L M N
構造 ?h蝎;b?z賦基準事項 刳ﾔ接費 丿ﾙzb?W準偏差 
J ?ﾓ?ﾓ(uﾓ8uﾓB?ID2D3D4 ?DB? 夫｢?j 
1 ???????06001801800 ?cC?2464 ?絣?7631.42 
2 ??#???1207203601440 ?cC?2608 ???83.688 
3 免ﾂｓc???6603601OH()54() ?cC?2994 ???5130.25 
4 ?ｓ??000 ?? ???
5 ????()00 ?? ?? 
M-　2651.8　　　S-　230.5393
V-　0.086937
Xl X2　Ⅹ3　Ⅹ4
6　　6　　18　1とう
見積間接費算山のための乗数
Ⅹ1Ⅹ2Ⅹ3Ⅹ4 妊任$C4CB?
7.257.25 ?絣ｒ經?S?R?
21 (2)フライス盤｢場:機械運転時間(h)
構造 从ﾙ?|｢?z賦基準事項 刳ﾔ接費 丿ﾙzb?W準偏差 
J ?ﾓ?ﾓ(uﾓ8uﾓB?)1D2D3D/I ?DB?j 夫｢?j 
ー ?????ｒ?5015150 ?#?3300 ?絣?56800 
2 ??#???106030120 ?#?3820 ???20 
3 ??bｓc??553()9045 ?#?4820 ???7648() 
4 ???0000 ?? ?? 
5 ????0000 ?? ?? 
M-　3860　　　S-　658.4831
V-　0.170591
Xl XZ　Ⅹ3　Ⅹ4
0.5　0.5　1.5　1.5
見積間接費算山のための乗数
XlX2Ⅹ3Ⅹ4 妊任$C4B??
2017181O ???Vg-　0.134831
????
??????????↓???????????????
? ? ?
??????????????
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37
38分割案B
39 (1)人設備:直接作業時問と機械運転時間の合計
40　B C D E F G H I J
41
42
43
44
45
46
47
48
49
5()
51
52
53
54
55
56
K L M N
構造 ?h蝌??z賦基準事項 刳ﾔ接費 丿ﾙzb?W準偏差 
J ?ﾖﾅ?uﾓ8uﾓB?ーD2D3D4 ?DB?ｮ 夫｢?.1, 
1 ?????010000 ???441 ?絣?2293.7H 
2 ????209000 励??1672 ???707.552 
3 鉄???506000 ???365 ???08216.I 
4 ???0000 ?? ?? 
5 ???0000 ?? ?? 
M-　1764.4　　　S=　402.7623
V-　0.228272
Xl X2　Ⅹ3　X4
1　1　　0　　0
見積間接費算出のための乗数
Ⅹ1Ⅹ2Ⅹ3Ⅹ4 妊忍､C4CB?
33.11000 ??ｒ?
57 (2)小設備:直接作業時閲と機械運転時問の合計
構造 ?h蝎|｢?z賦基準事項 刳ﾔ接費 丿ﾙzb?W準偏差 
J 膚ﾈuﾓ(uﾓ8uﾓB?ID2D3D4 ?DB?j 夫｢?ﾟ 
1 ?????()3030() ?3?4323 ?絣?2493.01 
2 ????0060270 ?3?4136 ???1819.52 
3 ????0024090 ?3?3014 ???31739.6 
4 ???()000 ????? 
5 ???00000 ? ?? 
M-　3892.9　　　S-　　　579.7
V=　0.148912
Xl　Ⅹ2　Ⅹ3　Ⅹ4
0　　0　　3　　3
見積間接費算日のための乗数
Ⅹ1Ⅹ2Ⅹ3X4 認ﾆﾂ?C4CB?
0019.338 ???Vg=　0.168752
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図表4-2a　活動区分0の生産特性と間接費見積(ケース2)
(1)牛産相性
溶接 緬??｢?tライス盤工場 ?8?ﾈ韜??蝎|｢?
製品 ?ﾙOR?ﾞ料重量 ?ﾉ?ﾞﾈｼh鳧ｭB?@械運転時間 
種類 偃ﾙ}?(kg/佃) 中?ﾌ"?(h//佃) 宙ﾌ"?
Pl ?霰?18 ?絣?
P∵ P..i ?ﾙOR?8 ?絣?
小型 澱?.5 
P1 ?ﾙOR? 窒偵R?
0.5 
0.5 
(2)丁場別間接費
10 
1いり 
=ー 
1()() 
溶接l二揚 刄tライス盤_一二場 抹Iu?8ﾈ韜??蝎_?
製品 ?ﾙOR?ﾞ料重昂二 倡鞅h勛ﾞﾈｼh鳧ｭB?@械運転時間 
種歎 偃ﾙ}?(kg) 中ｒ?h) 宙ﾌ"?
Pl ?ﾈﾅ?180 ?R?l ??
P∵ P:i ?ﾙOR?8OO ?S?5() ????｢?
小型 澱ｒ? ?R?
P_I ?60〔) 鉄?150 ???
消費中位数 ?64() ?"ｒ?20 ?
佃情乗数 ?).1 這B?5 
金融(S) ?64 ?"ｒｒ?300 
工場別合計 ?464 ?3()∩ 
糊接費見積 ?7(う4 
配賦率 ?3.1 
(3)設備別間接費(合計時間基準)
製品 ?ﾙOR?㈹v時間 兌y?N?ｩXｨｪ?設備別聞接費 
P1 ?Xﾅ?20 ?c"?882 
Pコ P.,i ?ﾙOR?00 ?c"ｒ?
小型 ??262 ?х｢?
P′1 ?ﾙOR?0() ?c"ｒ?
f胴妾費見積 剪?764 
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図表4-2b ABC設例の活動分割意思決定(ケース2)
分割案A
(1)溶接1二場:材料重量(kg)
B C D E ド G H I J K L M N
構造 ?h蝌??~Lll拭基準率墳 刳ﾔ接費 丿ﾙzb?W準偏差 
J 膚ﾅ?uﾓ8uﾓB?ID2ー)3D4 ?DB?j 夫｢?j 
1 ????牝??18018OO60600 ?c??464 ??R?.8712 
2 ????3?36()1944108228 ?cC?2323.6 ???016.912 
3 田??ｓ3?]08010絹03()018() ?cC?2562 ???801.107 
4 窒??ｒ?()00 ??り ?? 
5 簸??00〔)0 ??0 ?? 
M-　2465.3　　　S-　82.59473
V-　().033503
Ⅹ1　Ⅹ2　Ⅹ3　Ⅹ4
18　18　　6　　　6
見積間接費算出のための乗数
XIX2X3X1 任?B?C4CB?
7.257.25 ?經?Rｒ經?R?
構造 僵伜儼?配賦基準車項 刳ﾔ接典 丿ﾙzb?W準偏差 
J ?ﾖﾅ?uﾓ8uﾓB?T)lD2D3D4 ?DB?j 夫｢?j 
1 ????ﾂｒｒ?515()550 ?#?33〔)0 窒偵R?馴258 
2 ???#??453001025 ???240 ???81319.2 
3 塔????120904010 ?bｒ?52O ???5146.8 
4 ???00()0 ????? 
5 ?ｓ??()0()0 ??0 ??0 
M-　1054　　　S-　794.1H13
V-　0.195901
XI X2　Ⅹ3　Xl
1.5　1.5　0.5　0.5
見積間接費算711のための乗数
X1Ⅹ2X3X∠1 妊任$C4CB?
20171810 ???Vg=　0.126479
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38分割案B
39 (1)人設備:直接作業時問と機械運転時閲の合計
4()　B C D E F G H I ∫K L M N
構造 ?ﾆc･?I|｢?z賦基準lLjf-Ji'i 刳ﾔ接費 丿ﾙzb?W準偏差 
J ?ﾓ?ﾓ%?uﾓB?T)lD2D3D4 ?DB?i 夫｢?j 
1 ?????515000 ?cR?882 ?絣?0040.02 
2 ????3013500 ?cR?739 ???54.368 
3 鉄???75900() ?cR?310 ???1470.57 
4 ??ｒ?000 ?? ?? 
5 ???()000 ?? ?? 
M-　2681.8　　S-　　249.329
V-　0.092971
Xl X2　Ⅹ3　Ⅹ4
1.5　1.5　　0　　0
見積間接費算IlHlのための乗数
Ⅹ1Ⅹ2Ⅹ3Ⅹ4 妊任$C4CB?
ll.726()0 ???
57 (2)小設備:直接作業時間と機械運転時間の合計
構造 ?h蝎|｢?z賦基準事項 刳ﾔ接費 丿ﾙzb?W準偏差 
J 父?ﾓ%???ID2D3D4 ?DB?j 夫｢?j 
I ??ｶﾄ?ｒｒ?015150 ?cR?882 ?絣?067.22 
2 ???ｒ?030135 ?cR?849 ???/i.馴8 
3 ????0()7590 ?cR?750 ???208.492 
1 ?ｓ??)00() ?? ?? 
5 ?ｓ??000 ?? ?? 
M-　2835.8　　　S-　57.53747
V-　0.02029
Ⅹ1　Ⅹ2　Ⅹ3　Ⅹ4
0　　0　1.5　1.5
比積間接費算山のための乗数
Ⅹ1Ⅹ2Ⅹ3Ⅹ4 妊任$C4CB?
0021.725 ???Vg-　0.05663
?????????????????
??????????????
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図表4-3a　生活区分0の生活特性と間接費見積(ケース3)
(I)生活特性
溶接｣二場 刄tライス盤1~二場 ?8?ﾈ韜??fﾘ蝎|｢?
製品 ?ﾙOR?ﾞ料重量 ?ﾉ?ﾞﾈｼh鳧ｭB?@械運転時間 
種類 偃ﾙ5?(kg/個) 中?ﾌ"?(h/個) 忠,??
Pt ?Xﾅ?10 唐? ??
P2 P:3 ?ﾙOR?7 ???.5 ????
小型 釘? ??
P.1 ?ﾙOR? ???.1 ???
(2) _1二場別間接費
溶接_上場 刄tライス盤｣二場 ?8?ﾈ韜?K伜處｢?
製dTTl ?ﾙOR?ﾞ料重量直接作業時間 刹@械運転時間 
種類 偃ﾙ}?(kg) 中ｒ?h) 忠,??
PL ?Xﾅ?100 塔?50 ??
P2 P3 ?ﾙOR?700 ??50 ????
小型 鼎?9 ??
P,1 ?ﾙOR?00 ??110 ???
消費単位数 ?640 ?#?220 ?
価値乗数 ?.1 ???5 
金額(S) ?64 ?#??300 
LA_場別合計 ??CcB?300 
間接費見積 ?764 
配賦率 ?3.1 
(3)設備別間接費(合計時間基準)
製品 ?ﾙOR?㈹v時間 亊I?N?ｩXｩ[?設備別間接費 
P1 ?Xﾅ?130 ?s??620 
PZ P二i ?ﾙOR?0 涛??
小判 ???310 ??B?
P.1 ?ﾙOR?40 ??B?
間接官 ?ﾅｨｶﾒ??761 
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図表4-3b ABC説例の活動分割意思決定(ケース3)
分割案A
(1)溶接上場:材料重量(kg)
B C D E F G H I J K L M N
構造 僵伜??配賦基準事項 刳ﾔ接費 丿ﾙzb?W準偏差 
J ?ﾓ?ﾓ(uﾓ8uﾓB?ID2D3Ⅰ)1 ?DB?j 夫｢?j 
1 ?ｓ?????00170()10800 ?cC?2464 ?絣?788.29 
2 ??#?r?3?2102O5768.H3()3 ?cC?2398.3 ???350.375 
3 田????6001360200480 ?cBｒ?834 ???2218.05 
4 ???0000 ?? ?? 
5 ???0()0() ?? ?? 
M-　2561.9　　　S-　179.8797
V-　0.070215
Ⅹ1　X2　X3　Xl
10　17　　4　　　とち
見積間接費算出のための乗数
XlⅩ2Ⅹ3Ⅹ4 妊任$C4CB?
9.4555 ?絣ｒ經?Rｒ絣?
構造 ?i?|｢?z賦基準車項 刳ﾔ接費 丿ﾙzb?W準偏差 
J ?ﾖﾅ?uﾓ5ィ?ID2D3D4 ?DB?ｮ 夫｢?j 
1 ??ｓ??ｘ??()5010110 ?#?3300 ?絣?39862.3 
2 ????b?50102039.6 ??偵b?895.6 ???53303.6 
3 ?ｓ?3?ｳ#2?0530135 ?#?2?1-73.3 ???6607.24 
4 ?ｓ??0()0 ??0 ?? 
5 ??ｒ?000 ?? 飛? 
M-　2771.1　　S-　565.4H48
V-　O.204061
Ⅹ1　X2　Ⅹ3　Ⅹ4
5　().5　　1 1.1
見積間接'iH†二川Tのための乗数
ⅩlX2Ⅹ3X4 妊任$C4CC?
2()161811 ???Vg-　0.146846
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37
38分割案B
39 (1)人設備:直接作業時問と機械運転日用jの合計
1()　B C D E F G H I JK L M N
構造 ?h蝌･"?z賦基準事項 冤胴妾費 丿ﾙzb?W準偏差 
J ?ﾓ?ﾓ(uﾓ5ィ?tD2D3D4 ?DB?j 夫｢?j 
1 ?????307000 ???2620 窒偵R?65.62 
2 ?????606300 ?#2?(ミ33 ???.4()8 
3 鉄????504200 田??672 ???42.732 
1 ????()0() ??り ???
5 窒???()∩()0 ??り ?? 
M-　2638.2　　S-　22.66627
V-　O.OO85t)2
Ⅹ1　Ⅹ2　Ⅹ3　Ⅹ4
13　0.7　　0　　　0
見積間接費算rHのための乗数
XIX2X3X1 妊任$C4CB?
12230() ???
57 (2)小設備:直接作業時問と機械運転時問の合計
構造 捧?蝎|｢?z賦基準事項 刳ﾔ接砦 丿ﾙzb?W準偏差 
J ?ﾓ?ﾓ(uﾓ8uﾓB?ID2D31)4 ?DB?j 夫｢?.i 
1 ??ｖﾆ??01()0140 ?C?3144 ?絣?6562 
2 ??ｓ??)0200156 ?#b?274 ???4O.8 
3 ????OO5O()81 添V#?3664 窒偵2?4273.2 
4 ???00()0 ?? ?? 
5 ????ｿ()00 ????? 
M-　3326　　　S=　226.6627
V-　0.061189
Xl X2　Ⅹ3　Ⅹ4
0　　0　10　1.1
見積間接費算山のための乗数
Ⅹ1Ⅹ2Ⅹ3X4 妊任'"?CB?
003O.426 ???Vg-　0.041()77
???
??↓??
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図表5-1 ABC説例の活動分割意思決定(ケース1の代案)
分割案A
(l)溶接1二場:材料垂足(kg)
B C D E F G H I ∫ K L M N
構造 ?ﾉfﾘ懐|｢?z賦基準事項 刳ﾔ接費 丿ﾙzb?W準偏差 
J ?ﾓ?ﾓ(uﾓ8uﾓB?ID2D3D4 ?DB?j 夫｢?j 
1 ??????606001801800 ?cC?2464 ?絣?7634.42 
2 ??#???1207203601440 ?cC?2608 ???83.688 
3 ??c???6603601080540 ?cC?2994 ???5130.25 
4 ???0000 ?? ?? 
5 ????000 ?? ?? 
M-　2651.8　　　S-　230.5393
V-　0.086937
Ⅹ1　Ⅹ2　Ⅹ3　Ⅹ4
6　　6　18　18
見積間接費算出のための乗数
Ⅹ1Ⅹ2Ⅹ3Ⅹ4 妊任$C4CB?
7.257.25 ?經?S?S?R?
構造 从ﾘ蝎|｢?z賦基準:_rJi項 刳ﾔ接費 丿ﾙzb?W準偏差 
J ?ﾓ?ﾓ(uﾓ8uﾓB?ID2D3D4 ?DB?j 夫｢??
1 ??????55015150 ?#?3300 ?絣?56800 
2 ??#???106030120 ?#?3820 ???20 
3 ??c??ｒ?5309045 ?#?4820 ???76480 
4 ???0000 ?? ?? 
5 ???0000 ?? ?? 
M-　3860　　　S-　658.4831
V-　0.170591
Xl X2　Ⅹ3　Ⅹ4
0.5　0.5　1.5　1.5
見積間接費算出のための乗数
XIX2X3X4 妊任$C4CB?
20171810 ???Vg=　0.134831
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37
38分割案B
39 (1)大設備:直接作業時間と機械運転時問の合計
40　B C D E F G H I JK L M N
構造 ?h蝎|｢?z賦基準事項 刳ﾔ接費 丿ﾙzb?W準偏差 
J ?ﾓ?ﾓ(uﾓ5ィ?ID2D3D4 ?DB?j 夫｢?j 
1 ?????010000 ???441 ?絣?268.361 
2 ???ｒ?09000 ???672 ???509.()04 
3 ?S鉄??59500 ???556.5 ???60.1867 
4 ???000() ?? ?? 
5 ???0000 ?? ?? 
M-　1521.9　　S-　90.2083H
V-　0.059275
Ⅹ1　Ⅹ2　Ⅹ3　Ⅹ4
1　1　　0　　0
見積間接費算出のための乗数
XIX2X3X4 妊任$C4CB?
33.11000 ???
57 (2)小設備:直接作業時間と機械運転時問の合計
構造 ?h蝌ﾕc｢?z賦基準事項 刳ﾔ接費 丿ﾙzb?W準偏差 
J ?ﾓ?ﾓ(uﾓ8uﾓB?ID2D3D4 ?DB?j 夫｢?j 
1 ?????030300 ?3?4323 ?絣?2493.01 
2 ????0060270 ?3?4136 ???1819.52 
3 ????0024090 ?3?3014 ???31739.6 
1 ???0000 ?? ???
5 ???0000 ?? ?? 
M-　3892.9　　　S-　57().7
V-　0.148912
Ⅹ1　Ⅹ2　Ⅹ3　Ⅹ4
0　　0　　　3　　3
見積間接費算出のための乗数
XlⅩ2Ⅹ3Ⅹ4 妊任$C4CB?
0019.338 ???Vg=　0.126503
???????????????
????????
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